（様式１）　　　　
持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画（変更）認定申請書
                                                     　平成　　年　　月　　日
　

長崎県知事　中村　法道　　様
　持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律（平成11年法律第110号）第４条第１項（変更の場合「第5条第1項」）に基づき、様式２により持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画の認定を申請します。
	申請者住所
	

	ふりがな
	

	申請者氏名
（法人の場合は

　代表者名）
	　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	生年月日
（法人の場合は設立年月日）
	　　　      年　　　月　　 日　

	農業経営基盤法
認定農業者の有無
	有　□　　　　　　　　　　　　無　□

	認定の区分

	新規　□

	
	　　（認定番号：　　　　）
　変更　□　（認定期間：平成　　年度　～　平成　　年度）
（変更内容：　　　　　　　　　　　　　　　）

	情報開示の可否
	可　□　　　　　　　　　　否　□


· 情報開示を可とした場合、「持続性の高い農業生産方式の導入に関する法律」により計画の内容及び市町村名・氏名を第三者から開示を求められた場合、これを開示することに同意するとみなす。
· 変更の場合は認定番号、認定期間、変更内容を記載すること（変更内容については、作物の追加、住所の変更など変更申請の理由を記載する）。
· 該当する項目にチェック”■”すること。
（様式２）
持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画
（目標：平成○○年度）
１　持続性の高い農業生産方式の導入に関する目標
（１）作物別生産方式導入計画                                   単位：a
	作　  物　  名

	
	現    　　状

	目     標


	
	 導入面積
	　             
	   　　　　　ａ

	
	全作付面積
	　　　　　　　 ａ
	        　　　ａ

	
	 導入面積
	
	　　　　　　　ａ

	
	全作付面積
	　　　　　　　 ａ
	　　　　　　　ａ

	
	 導入面積
	
	              ａ

	
	全作付面積
	               ａ
	              ａ

	
	 導入面積
	
	              ａ

	
	全作付面積
	               ａ
	              ａ

	
	 導入面積
	
	              ａ

	
	全作付面積
	               ａ
	              ａ

	     小　　　計
	 導入面積
	
	              ａ

	
	全作付面積
	               ａ
	              ａ  

	   そ の 他 作 物
	
	               ａ
	              ａ

	     合　　　計
	
	               ａ
	              ａ


注１ 目標年は、申請年度から数えて原則として５年後とする（例：平成２７年４月申請の場合→目標年度は３２年度）。
　２ 生産方式導入作物には導入に関する指針に記載されている作物名を記載すること。
　３「生産方式導入作物」の上段には、導入しようとする農業生産方式に係る農作物の作付面積を記入し、下段には、当該農作物と同じ種類の農作物の作付面積の合計を記入すること。
  ４「その他作物」には、持続性の高い農業生産方式を導入しない農作物の作付面積の合計
    を記入すること。
　５ 変更の場合、現状欄には当初計画での現状について記入すること。
（２）生産方式の内容
	作物・作型名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	現          状
	目          標

	収量　　　　　　　　　　   kg/10a
	収量　　　　　　　　　　　 kg/10a

	現行の生産方式の内容
	導入する生産方式の内容

	有機質資材施用技術
	有機質資材施用技術

	○導入技術
・たい肥等有機質資材施用技術      　 □
 (たい肥はC/N比10～150であること)

・緑肥作物利用技術 　　　　　　　　　□
○技術導入に必要な資材
・資材名　　　　　　　　　
・施用量　　　　　　　　　　　　　t/10a
・たい肥等の自給率　　　　　　　　　 ％　

・窒素含有量（堆肥のみ記入）  　　　 ％
	○導入技術
・たい肥等有機質資材施用技術   　     □
 (たい肥はC/N比10～150であること)

・緑肥作物利用技術 　　　　 　　　　　□
○技術導入に必要な資材
・資材名　　　　　　　　　
・施用量　　　　　　　　　　　　 　t/10a
・たい肥等の自給率　　　　　　 　　　 ％　

・窒素含有量（堆肥のみ記入）  　　 　 ％

	化学肥料低減技術
	化学肥料低減技術

	· 導入技術
・局所施用技術　　　　　　 　　 　　 □
・肥効調節型肥料施用技術　 　 　　　 □
・有機質肥料施用技術　　 　　  　　　□
○技術導入に必要な資材
・資材名：
・施肥窒素総量　　　　　　　　　 kg/10a

・うち化学由来窒素量　　　　　　 kg/10a
	○導入技術
・局所施用技術　　　　　　　　　  　 □
・肥効調節型肥料施用技術　 　 　　　 □
・有機質肥料施用技術　　 　　　  　　□
○技術導入に必要な資材 
・資材名：
・施肥窒素総量　　　　　　　 　　kg/10a

・うち化学由来窒素量　　 　    　kg/10a

	化学農薬低減技術
	化学農薬低減技術

	○導入技術
・温湯種子消毒技術　　　 　     　 　□
・機械除草技術　　　　 　　      　　□
・除草用動物利用技術　 　     　 　　□
・生物農薬利用技術　 　　　      　　□
・対抗植物利用技術 　　　    　  　　□
・抵抗性品種栽培･台木利用技術   　   □
・土壌還元消毒技術　　　　　    　   □
・熱利用土壌消毒技術　　　   　   　 □
・光利用技術　　　　　　 　      　　□
・被覆栽培技術　　　　　 　      　　□
・フェロモン剤利用技術　 　     　 　□
・マルチ栽培技術　　　　     　  　　□
○技術導入に必要な資材　　
・資材名：
○化学農薬使用回数

・成分回数　　　　　　　　　　      回
	○導入技術
・温湯種子消毒技術　　　 　     　 　□
・機械除草技術　　　　 　　      　　□
・除草用動物利用技術　 　    　  　　□
・生物農薬利用技術　 　　　      　　□
・対抗植物利用技術 　　　    　 　 　□
・抵抗性品種栽培･台木利用技術    　  □
・土壌還元消毒技術　　　　　     　  □
・熱利用土壌消毒技術　　　   　  　  □
・光利用技術　　　　　　 　      　　□
・被覆栽培技術　　　　　 　      　　□
・フェロモン剤利用技術　 　     　 　□
・マルチ栽培技術　　　　     　　  　□
○技術導入に必要な資材
・資材名：
○化学農薬使用回数

・成分回数　　　　　　　 　　  　    回


注１　現状には直近の実績について記入すること。ただし、収量は過去５年間の平均とする。
　２　「有機質資材施用技術」「化学肥料低減技術」及び「化学農薬低減技術」は、作物ごとに定められた技術について対象となる項目にチェック”■”すること。
　３　「資材の使用の量・回数」には、一作当たりの量・回数について記入すること。

  ４　化学肥料低減技術において、複数の資材を使用する場合、必要に応じ別紙「化学肥料低減技術の内容」を使用する。
（３）農業所得の目標
	
	    現　　　状
	     目　　　標

	 生産方式導入作物
	              千円
	              千円

	    その他作物
	千円
	千円

	    合　　　計
	千円
	千円


注　「農業所得」は、販売額から当該生産に要した経費を差し引いた額を記入すること。
２　その他
	（土壌改善のために必要な措置）

（機械・施設の整備)

（資金調達）

（経営上必要な措置）

（○○○○○○）




注１　導入指針に土壌の性質を改善するために実施することが必要な措置に関する事項が定められている場合は、当該措置の具体的内容、実施方法等を記入すること。

　２　目標の達成のために機械・施設の整備、資金調達・経営上必要な措置等が必要な場合はその内容を記入すること。

　３　生産方式の内容について、特記事項（土壌診断時期、有機質資材の施用方法、堆肥の原材料等）があれば記載すること。
【添付資料】
　１　持続性の高い農業生産方式を導入する作物を栽培するほ場の位置を判別する
　　ことができる地図（各ほ場で栽培する作物名が分かるもの）
　２　持続性の高い農業生産方式を導入する作物を栽培するほ場の土壌診断結果
